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政府実行計画について



32050年カーボンニュートラル宣言・2030年度目標の表明

◼ 2020年10月26日、第203回臨時国会において、菅前総理より
「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言された。

【第203回国会における菅前内閣総理大臣所信表明演説】（2020年10月26日）＜抜粋＞

➢ 成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限注力して参ります。
我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カー
ボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。もはや、温暖化への
対応は経済成長の制約ではありません。積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社
会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要です。

◼ 2021年4月22日、地球温暖化対策推進本部及び米国主催気候サミットにおいて、菅前
総理は、2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指すこと、
さらに50％の高みに向け挑戦を続けること等を発言。

【米国主催気候サミットにおける菅前内閣総理大臣によるスピーチ】（2021年4月22日）＜抜粋＞

➢ 地球規模の課題の解決に、我が国としても大きく踏み出します。2050年カーボンニュートラルと
整合的で、野心的な目標として、我が国は、2030年度において、温室効果ガスを2013年度
から46％削減することを目指します。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けてまいります。

長期目標

2050年
温室効果ガス
排出実質ゼロ

中期目標

2030年度
温室効果ガス
排出46%削減
（2013年度比）

さらに、50％の
高みに向けて
挑戦を続ける
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｢2050年までの脱炭素社会の実現」を基本理念として法律に位置付け、政策の予見可能性を向上。

地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律 令和3年5月26日成立

長期的な方向性を法律に位置付け
脱炭素に向けた取組･投資を促進

地方創生につながる再エネ導入を促進

ESG投資にもつながる
企業の排出量情報のオープンデータ化

地球温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」の目標や
｢2050年カーボンニュートラル宣言｣を基本理念として法に位置付け

地域の求める方針（環境配慮･地域貢献など）に適合する再エネ活用
事業を市町村が認定する制度の導入により、円滑な合意形成を促進

企業からの温室効果ガス排出量報告を原則デジタル化
開示請求を不要にし､公表までの期間を現在の｢2年｣から｢1年未満｣へ



5地球温暖化対策計画の改定 （令和3年10月22日閣議決定）

◼地球温暖化対策計画とは？

⇒地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画。

⇒地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、
 国が策定する計画。

■内容
・温室効果ガスの排出抑制及び吸収の目標
・事業者・国民等が講ずべき措置に関する具体的事項
・目標達成のために国・地方公共団体が講ずべき施策

等
（参考）地球温暖化対策計画本文
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/211022.html

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/211022.html


6政府実行計画

◼政府実行計画とは？

⇒「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等の
ため実行すべき措置について定める計画」の略称。

⇒地球温暖化対策計画の目標を踏まえ、政府の各行政機関
（以下「各府省庁 」という。）が行うすべての事務及び事業を
 対象として、地球温暖化対策として実施すべき事項を定めたもの。

⇒関係機関や関係団体、地方公共団体等においてもこの計画の
趣旨を踏まえた率先的な取組が行われることが期待される。

（参考） 政府実行計画本文
https://www.env.go.jp/earth/report/h31-01/post_7.html

https://www.env.go.jp/earth/report/h31-01/post_7.html


7各府省庁の実施計画の概要

■各府省庁の実施計画とは？

・政府実行計画に基づき、以下の５つの取組について、個別の対策の目標を府省庁ごとに設定す
ることとする。
・以下の５つの取組をはじめ、府省庁ごとの削減目標の達成に必要な取組を盛り込むこととする。
・地方支分部局、地方合同庁舎等ごとの削減計画を盛り込むこととする。

（参考）各府省庁の実施計画
https://www.env.go.jp/earth/action/ministries-4_00001.html

https://www.env.go.jp/earth/action/ministries-4_00001.html


公共部門等の脱炭素化に係る動き
（太陽光発電導入に係る動き）



9本省レベルでの連絡会議の設置

（１）公共部門の太陽光発電導入目標達成に向けた調整
→各府省庁及び地方公共団体の施設種別の太陽光発電の導入目標の策定や、

太陽光発電の整備計画についての調整等

（２）政府実行計画の目標達成に向けた調整
→政府実行計画の目標達成に向けた優良事例の共有等

（３）その他、公共部門・公的部門の脱炭素化に関する取組についての調整
→その他の脱炭素に関する調整

〇事務局：環境省
〇構成員：全府省庁の政府実行計画の担当課、関係部局
〇役割：

公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議

＜経緯＞
◼ 「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年10 月22 日公表）によると、政府実行
計画に基づいて実行することで、6.0GW 分の太陽光発電の導入を見込む。

◼ 「規制改革実施計画」（令和５年６月16 日閣議決定）において、上記目標の達成のため、
PDCAを回す仕組みとして連絡会議の設置等を行うことが記載。

↓

◼各府省庁における太陽光発電の目標等について議論し、地方公共団体
の取組状況も含めた情報共有等を行う場として令和５年９月に設置
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＜第１回開催日＞
■令和５年９月２７日
（参考）第１回連絡会議資料等 https://www.env.go.jp/page_00952.html

＜関係する要点＞
◼政府施設における太陽光発電の導入目標の考え方（次スライド以降で説明）を
明確化

◼各府省庁で計画的に取組を進めるため、府省庁ごとの太陽光発電の導入目標が
設定

◼工程表や具体の導入場所・時期等を含む「太陽光発電整備計画」を各府省庁
で今年度中に作成し、毎年度更新していくこととする

＜今後の進め方＞
◼～年度末
各府省庁において、ひな形をもとに太陽光発電整備計画を作成

◼年度末頃
連絡会議を開催、各府省庁の整備計画を決定

第１回連絡会議の概要

https://www.env.go.jp/page_00952.html


11太陽光発電の導入目標の考え方

政府実行計画における目標の
設置可能な政府保有の建造物（敷地含む）
とは？

太陽光発電
設置可能な政府保有の建築物

（敷地含む）の約50％以上に

太陽光発電設備を設置することを
目指す。

設置可能な建築物：建築基準法におけるすべての建築物ごとに各判定項目を確認し、
 簡易判定基準でA判定、B判定となったもの

設置可能な敷地  ：建築物に付随する敷地について、簡易判定基準でA判定、B判定となったもの

※簡易判定基準でC＋判定、C－判定となっている建築物、敷地に関して、既に太陽光発電が設置されている場合や、
 追加で太陽光発電が設置される場合は、設置可能な建築物、敷地に含めるものとする。

※いずれも、各判定項目における判定レベルの一番低いものを判定結果とする。

※建築物、敷地の簡易判定基準における判定レベル

A判定 ：設置可能性が高い
B判定 ：設置可能性は高いが、懸念事項あり

C＋判定：その他の要因がある
Cー判定：技術的要因がある

（参考）2021年度実施調査における簡易判定基準※会議資料から一部を抜粋

https://www.env.go.jp/content/000161775.pdf

https://www.env.go.jp/content/000161775.pdf


12太陽光発電の導入目標の考え方

太陽光発電設備が設置された政府保有の建築物、敷地の件数でカウントする。

建築物：導入時期、設備容量によらず、当該建築物に太陽光発電設備が導入されていれば１件

敷地  ：導入時期、設備容量によらず、当該敷地に太陽光発電設備が導入されていれば１件

太陽光発電
設置可能な政府保有の建築物

（敷地含む）の約50％以上に

太陽光発電設備を設置することを
目指す。

政府実行計画における目標の
「約５０％以上」の実績の考え方は？

基準：A

設置：有
基準：Cー
設置：無

基準：B

設置：有

基準：A

設置：無

基準：A

設置：有

敷地１

建築物１

敷地２

建築物２ 建築物３

ポテンシャル：４件
実績：３件
⇓
導入割合：75％

導入割合の考え方の簡単な例



13参考：各府省庁における太陽光発電の導入ポテンシャルと導入目標



14参考：公共部門等の脱炭素化に関する取組の参考資料

○PPA等の第三者所有による太陽光発電設備導入の手引き（2023年３月 環境省） 
https://www.env.go.jp/page_00545.html
→初期費用のかからない第三者所有モデルの活用に向けて導入フローやチェック項目等を紹介

○公共施設等の脱炭素化の先行事例（2023年６月 総務省、環境省） 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000888526.pdf
→地方公共団体におけるLED照明、電動車の導入等の脱炭素化優良事例を紹介

https://www.env.go.jp/page_00545.html
https://www.soumu.go.jp/main_content/000888526.pdf
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